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１．目的  

 2011 年東北地方太平洋沖地震では，東北地方から関東地方に

かけての太平洋沿岸の広い範囲で地盤が沈降した．これにより街

は浸水被害に見舞われ，ポンプによる排水を余儀なくされたばか

りか，高潮などの地震以外の災害に対しても脆弱化した．また漁

港施設は水位の上昇によりが使いづらくなり（図 1），その後，

嵩上げ工事が行われた． 

 同様な地殻変動に伴う被害は，1946 年昭和南海地震でも発生

した．高知市では約 120cm 地盤が沈降し 1)，堤防決壊に伴う津波

浸水被害に長期にわたり悩まされた． 

 東北地方太平洋沖地震では，本震の後，地盤の沈降は徐々に回

復（隆起）し，数年後には，逆に高くなりすぎて使いづらくなったとの声が漁業関係者から寄せられ，マスコ

ミに取り上げられるなどした 2)．その結果，鮎川漁港では 30cm の嵩下げの工事が行われることになった．こ

のように，せっかく「嵩上げ」をしたのに，数年経過して，「嵩下げ」をしたりすることは決して合理的とは

言えないが，このような事態に至ったのは，地殻変動後の地盤高さの推移の予測が現状では困難なためである．

地震学分野の研究者により地殻変動のメカニズム解明が精力的に行われているが 3)，予測技術の開発には今後

しばらく時間を要するものと思われる． 

 本研究の目的は，今回の東北の地震によりどのように地殻変動が推移し，漁港施設にどのような不都合が生

じ，関係部局によりどのような対応が取られたか，これらについて整理し，近い将来の襲来が危惧される南海

トラフ地震など，次の大地震の際への大事な教訓を抽出し，復興へ活かすことである． 

２．大震災による広域地盤沈降とその後の隆起  

 今回の地震に伴う地殻変動は，日本が世界に誇る地殻変動監視システムである GEONET により精密に観測

されている．GEONET は，全国に約 1,300 点の電子基準点を配置し，時々刻々の地殻変動を記録している．図

2，図 3 は，GEONET 矢本と GEONET 岩泉 1 における 2011 年 1 月から 2016 年末までの上下変動の推移であ

る（ここでは楕円体高を用いている）．図 2 の GEONET 矢本では本震後，すぐに隆起に転じていることがわか

る．一方で，岩手県北部の GEONET 岩泉 1 では本震での沈降後，しばらく沈降が続いた後，隆起（回復）に

転じており，地域ごとに差が見られる．このような地殻変動に伴う地盤の上下変動の回復過程は，余効変動と

その後のプレート間カップリングで決まる複雑な現象でメカニズム解明は容易でない．メカニズムの解明が不

十分であったとしても，今回の教訓を活かした震災後の合理的な復興を考えおくことは工学上重要である． 

３．鮎川漁港と宮城県水産漁港部でのヒアリング  

地殻変動とその推移が漁港施設に与える影響についての実態を調査するため，2017 年 2 月 15 日に鮎川漁港

へ赴き，漁業関係者に対するヒアリングを行った．また，2017 年 3 月 28 日には，宮城県東部地方振興事務所

水産漁港部でもヒアリングを実施した． 

 

図 1  渡波漁港（石巻市渡波梨木畑地区） 

（2011 年 5 月 27 日 11:30 ごろ 著者撮影） 
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(1) 嵩下げ工事に至る経緯 

 本震により，鮎川漁港では甚大な被害が発生し，災

害復旧事業に申請した．2012 年 3 月頃から 2014 年末

にかけて復興工事が進められたが，2014 年 10 月頃に

なると，「岸壁が高くなった」との声が寄せられるよ

うになり，一部の未完成区間は「原形－30cm」で復旧

することとなった．2015 年度になると，「隆起」を災

害と考え，「嵩下げ」が災害復旧工事として認められ

ることとなった（ただし 1 漁港 1 回限り）．2017 年 4

月から嵩下げ工事が開始されることとなった． 

(2) 漁業との連動 

 このような大地震では，地殻変動の推移をしばらく

見守ってから復興工事に取り掛かるという考えもあ

るが，当該地区の漁業の復興速度は速く，それが早急

な岸壁工事の要望につながったとのことであった． 

(3) 原形復旧に対する疑問 

 復興工事は，基本的に，原形復旧を目指して行われ

る．大規模な地殻変動を伴わない震災に伴う復興工事

ならばそれで良いのかもしれないが，今回のように地

殻変動からの回復が期待される場合には，原形復旧に

とらわれることは必ずしも合理的でない． 

(4) 時間差復興，段階的復興 

 漁港内のすべての場所で同時に嵩上げ工事を行うと漁業ができない．そのため，鮎川漁港では一部，嵩上げ

工事に至らなかった箇所があり，現在は，その箇所が使いやすい場所になった．今後の震災へ向けての教訓は，

地盤沈降からの回復が見込まれるような地域では，一度に同じ嵩上げ工事を行わず，沈降後の隆起の様子をみ

ながら，段階的に工事を進めるなど，臨機応変に対応できる体制が必要である． 

(5) 個別に異なる不都合の程度 

比較的規模が小さい鮎川漁港では，1 人親方による小型船外機船が多い．嵩上げして，使いづらくなったの

は，主にはこのような漁師であった．不都合が生じるのは毎日ということではなく，潮汐の関係で潮位が低く

なる限定的な日に，バンショウと呼ばれる漁業用のかごを持ち上げるのが大変になる等，作業性が低下すると

のことであった．30cm の嵩下げ工事をすることになったが，一方で，住民の中には防災的には現在の高い岸

壁のままの方が安全であるため，嵩下げを希望しない声もあるとのことであった． 

４．まとめ 

 2011 年東北地方太平洋沖地震の後の地殻変動の推移の例を示すとともに，漁港施設の復興の各段階でどの

ような不都合が生じ，関係部局によりどのような対応がなされたのか，結果的にそれは合理的であったのか，

などについて整理するとともに，今後の大地震災害からの合理的な復興へ向けての重要な教訓を抽出した． 
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図 2  GEONET 矢本の地殻変動 
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図 3  GEONET 岩泉 1 の地殻変動 
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